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国家情報会議設置法の拙速な成立に抗議するとともに、スパイ防止法の段階的整備

にあたり憲法上の権利侵害のおそれについて徹底的な審議を求める会長声明 

 

１ 国家情報会議設置法の成立とその位置づけ 

⑴ ２０２６年５月２７日、国家情報会議設置法が成立した。 

   同法は、国家情報会議を、情報活動又は外国情報活動への対処に関する重要

事項について調査審議する機関とし（２条、３条）、内閣総理大臣を議長、国

務大臣等を議員として組織される（４条、５条）。また、内閣情報調査室、防

衛省情報本部、警察庁警備局、各道府県警・警視庁の警備局・公安部、公安調

査庁、自衛隊情報保全隊などの各情報機関は、国家情報会議に対し、その保有

する情報や資料を提出する義務を負う（７条）。さらに、国家情報会議の事務

を処理する機関として国家情報局を設置し（１２条）、現在の内閣情報調査室

を格上げする。 

   これにより、従来は各機関が収集・管理していた膨大な個人情報が、国家情

報会議及び国家情報局において一元的に集約・共有されることになる。 

 ⑵ ところで、２０２５年１０月に公表された自民・維新の連立合意書では、

「インテリジェンス政策」として、いわゆるスパイ防止法制を以下のとおり段

階的に整備するとしている。 

① ２０２６年通常国会において、国家機関が収集保有する個人情報を一元的

に集積する国家情報会議を設置する法律を制定すること 

② ２０２６年夏までに有識者会議を設置し、スパイ防止関連法制（基本法、

外国代理人登録法、ロビー活動監視法など）を検討し、すみやかに法案を成

立させること 

③ ２０２７年度末までに、対外情報庁（仮称）を創設すること、及び、省庁

横断的な情報要員（インテリジェンス・オフィサー）養成機関を創設するこ

と 

今回の国家情報会議設置法の成立は、この第一段階の整備が完了したことを

意味する。 

２ 国家情報会議設置法とスパイ防止法の段階的整備の問題点 

  しかし、同法及びスパイ防止法制の段階的整備には、以下の重大な問題点があ

る。 

 ⑴ スパイ防止法制の内容が不明なまま情報集約のみが先行すること 

   国家情報会議設置法は、各情報機関が保有する情報を会議に集約することを

定めているが、どの情報を、どの範囲で、どのように活用するかは全く明らか

にされていない。 

日本の安全に対する脅威に対抗するため新たなスパイ防止法制が必要である

というのであれば、その具体的な必要性や具体的内容について、丁寧に国民に

説明し国会で十分な議論を尽くすべきである。 

しかし、そのような議論が一切なされず、新たなスパイ防止法制の内容が不

明なまま情報集約機関の設置だけが先行した。国民の知る権利、表現の自由、

プライバシーに重大な影響を及ぼす可能性があるにもかかわらず、これらの本

質的な議論が欠落したまま情報の集約が進むことは、深刻な人権侵害の懸念を

生じさせる。 

⑵ 情報管理・漏洩防止・誤情報訂正・情報開示などの制度が未整備のまま情報
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集約が進むこと 

政府が安全保障上の理由から情報共有を必要とする場合でも、その共有範

囲、プライバシー保護、漏洩防止、誤情報の訂正・削除、監査制度などの法整

備がされなければ、情報の収集・利用が違法に行われかねない。 

実際、これまで国家機関による違法な個人情報の収集・利用が問題になって

きた。例えば、神奈川県警は、警備情報を得るため、共産党幹部の自宅電話を

盗聴していた（最高裁平成元年３月１４日判決）。自衛隊情報保全隊は、イラ

クへの自衛隊派遣に反対する個人、市民団体、政党など全国２８９の団体・個

人の情報を違法に収集していた（仙台高裁平成２８年２月２日判決）。公安調

査庁は、元公安調査庁職員に対し、居宅を監視し、外出時に尾行していた（東

京高裁平成１６年２月２５日判決）。岐阜県警大垣警察署は、風力発電に対す

る反対運動を担う市民活動家の動静を調査しその情報を風力発電事業者に提供

していた（名古屋高裁令和６年９月１３日判決）。こうした情報機関の活動は

違法でありプライバシー権を侵害することが司法判断で示されている。 

しかし、国家情報会議設置法にはこうした権限濫用に対する歯止めが一切な

く、今後の整備方針も示されていない。 

なお、法案成立にあたり衆参両院で附帯決議がなされ、情報収集において個

人情報やプライバシーが無用に侵害されないよう十分な配慮を行うこと、政治

的中立性を損なう情報収集は行わないこと、政府の情報活動を国会に報告する

こと、などが盛り込まれた。これは、国家機関の権限濫用が危惧されているか

らにほかならない。しかし、附帯決議に法的拘束力はなく、国家機関の権限濫

用を防止するための法整備が早急になされる必要がある。 

 ⑶ 新たなスパイ防止関連法制の問題点 

   政府は、第二段階として、２０２６年夏までに有識者会議を設置し、スパイ

防止関連法制（基本法、外国代理人登録法、ロビー活動監視法など）を検討

し、すみやかに法案を成立させることを目指している。 

   新たな法制度の対象は外国政府や外国人に限らず、日本国民・一般市民も対

象となりうる。 

外国代理人登録法は、国内で活動する外国の利益を代表する者を政府の所定

の機関に登録し、活動内容や資金の出所等を報告する義務を課し、その情報を

公開し、義務等に違反した場合に刑罰を科すものである。しかしながら、「外

国の利益を代表する」の範囲は曖昧で、経済活動や文化交流活動まで幅広く対

象とされるおそれがある。 

ロビー活動監視法は、国会及び政府等に対するロビー活動を行う個人・団体

に対して政府機関に登録し活動内容及び資金の出所を報告する義務を課し、こ

れに違反する場合に刑罰を科すものである。しかしながら、ロビー活動は、正

当な政治活動として表現の自由（憲法２１条１項）や請願権（同１６条）など

によって保障されており、登録・報告義務を課し刑罰による取り締まりの対象

とすることは許されない。 

⑷ 対外情報庁・情報要員養成機関の創設の問題点 

  さらに政府は、第三段階として２０２７年度末までに、対外情報庁（仮称）

を創設すること、及び、省庁横断的な情報要員（インテリジェンス・オフィサ

ー）養成機関を創設することを目指している。 

   対外情報庁やインテリジェンス・オフィサー養成機関は、スパイ防止のため
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ではなく、日本が積極的にスパイ活動を行うための国家機関である。 

   こうした国家機関が創設されれば、国内外で国家による積極的なスパイ活動

が可能となり、一般市民に対する尾行、盗聴、通信傍受などの監視活動が行わ

れ、政府に異を唱える者を排除することに利用されかねず、重大な人権侵害を

ひきおこしかねない。 

   また、国家によるスパイ活動は、他国との相互信頼関係を毀損し、戦争や武

力衝突を誘発しかねず、国際協調主義及び平和主義に真っ向から反する。 

   仮に他国でスパイ活動が発覚すれば、その活動従事者は重大な制裁を受ける

可能性が高く、身の安全が保障されない。    

   にもかかわらず、政府は「日本はスパイ天国である」といった不安を煽る言

説を用い、十分な議論を経ずに制度を段階的に創設しようとしている。この手

法は非常に問題がある。 

３ 結語 

以上のとおりであるから、当会は、国家情報会議設置法の拙速な成立に抗議す

るとともに、スパイ防止法の段階的整備にあたり憲法上の権利侵害のおそれにつ

いて徹底的な審議を求める。 

 

２０２６年（令和８年）６月２４日 

 

千葉県弁護士会 会長 牧田謙太郎 


